
   教員の１週間当たりの在校時間の状況 

１ 都立学校の状況  
２ 都内公立小・中学校の状況 

「学校における働き方改革の成果と今後の展開」について（概要） 

長期休業期間中における学校閉庁日等の設定及び実施状況 

■高校学校３１校、特別支援学校３１校で学校閉庁日の設定を先行実施 

部活動指導員の導入状況と効果 

■導入状況  高等学校１２７校（１６７課程）に対して３７６名を配置 

■効   果  休日等における対外試合の引率回数の減少により、教員の負担が軽減 

                   専門的指導を受けたいという生徒や保護者のニーズに応え、技能が向上 

◇ カードシステムデータ（平成30年6月の1週間当たりの平均）と 
   「東京都公立学校教員勤務実態調査（平成29年6～7月の 
   任意の1週間平均）」との比較 

   教員の１週間当たりの在校時間の状況 ◇ 平成３０年に勤務実態調査を実施した区市（２区２市）における 
    実績を基に算出した在校時間と「東京都公立学校教員勤務実態調査 
  （平成29年6～7月の任意の1週間平均）」との比較 

スクール・サポート・スタッフの導入状況と効果 
■導入状況 ３４区市町村 ４３５校を補助対象に決定 
■効   果 勤務時間の縮減効果 ▲3.2時間（削減時間／週）▲38分（削減時間／日） 

（都内配置校３９７校の実績・１０月中任意の１週間を比較） 

学校マネジメント強化モデル事業の実施状況と効果 
２９年度１２校、３０年度からは１２０校でモデル実施 
副校長在校時間の縮減効果 《小学校》 ▲１１時間５５分（削減時間／週） 

                   《中学校》   ▲８時間００分（削減時間／週）     

■実施状況 

■効      果 

Ⅰ これまでの取組状況及び成果 

□ 教諭（主幹教諭・指導教諭・主任教諭を含む。） 

過労死ライン相当の割合 週当たりの平均在校時間 

□ 副校長 

過労死ライン相当の割合 週当たりの平均在校時間 

□ 教諭（主幹教諭・指導教諭・主任教諭を含む。） 

□ 副校長 

過労死ライン相当の割合 週当たりの平均在校時間 

週当たりの平均在校時間 過労死ライン相当の割合 

部活動指導員の導入状況と効果 

■導入状況  １６区市１１２校、２２０名を補助対象に決定 
■効   果  部活動指導員の配置に伴う顧問の平均指導時間が２時間３２分減 
          ※ 中学校における顧問１人当たりの指導時間／週 



Ⅱ 今後の展開 

１ 平成３１年度の主な取組 

都内公立学校共通の取組 

小・中学校における取組 

都立学校における取組 

■ カードシステムにより把握した教員の在校時間データを基に、管理職が長時間労働と 
    なっている教員に対する指導・助言や産業医面接の勧奨を実施 
■ 長期休業期間中等において学校閉庁日を原則５日以上設定  
■ 各学校で定時退庁日を設定する等、ライフ・ワーク・バランスの推進運動を全校で展開 
■ 「都立学校スマートスクール構想」の実現に向けた検討 
■ 副校長の業務を補佐する人材を配置するモデル事業を14校で実施  

■ 在校時間を把握するためのシステムや統合型校務支援システム等の導入を進める 
  区市町村に対し財政支援を実施 

■ 小学校における英語の専科指導教員を70人に拡充 
■ スクール・サポート・スタッフ配置支援事業の実施規模を1000校に拡充 
■ 副校長の業務を補佐する人材を配置するモデル事業を小・中学校120校で実施 

 ■ 教員ＯＢ等を活用したワークシェアにより、負担の大きい校務を担う教員の授業時数の 
     軽減を全校で実施（小・中学校はモデル実施） 
 ■ 退職教員等を対象に多様な働き方をＰＲし、働く意欲を醸成 
 ■ 運動部・文化部活動の運営に関する実践的な内容を含む包括的な手引きとして 
     「部活動の在り方に関する総合的なガイドライン（仮称）」を作成 
 ■ 部活動指導員の配置規模を拡充（小学校を除く。） 

学校を支援する新財団の設立 

■ 「教員の負担軽減」と「教育の質の向上」の両立を 
    図るため、学校をきめ細かくサポートする全国初の 
    多角的支援機関として、財団法人を設立 
■ 新財団においては、平成３２年度以降順次、三つ 
    の機能（多様な人材の確保、教員サポート、学校 
  の事務センター）を柱として展開し、学校の実情を 
  踏まえた継続的な支援を実施 

２ 国のガイドラインを踏まえた今後の対応について  

（上限の目安時間） 
 ① １か月の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤務時間の総時間を減じた時間が、 
   ４５時間を超えないようにすること。 
 
 ② １年間の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤務時間の総時間を減じた時間が、 
   ３６０時間を超えないようにすること。 
 
 ※ 児童生徒等に係る臨時的な特別の事情により勤務せざるを得ない場合は特例的な扱いあり 
  

「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」の内容 

○ 中央教育審議会から「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築の 
     ための学校における働き方改革に関する総合的な方策について」を答申（H31.1.25) 
 

○ 文部科学省から学校における働き方改革の総合的な方策の一環として、「公立学校の教師の 
     勤務時間の上限に関するガイドライン」を策定(H31.1.25) 

○ 国のガイドラインにおいては、その実効性を担保するため、服務監督権者である各教育 
   委員会に対し、本ガイドラインを参考に所管内の公立学校の教員の勤務時間の上限 
     に関する方針等を策定するよう求めており、今後、都教育委員会においても、都立学 
     校における方針等を策定 
 

○ 方針等の策定に当たっては、これまでの取組の成果等を踏まえつつ、今後出される国か 
     らの詳細な考え方等を参考に、国のガイドラインに適切に対応できるよう具体的に検討 

（平成30年12月時点、数値は区市町村数） 

３ 区市町村における働き方改革の取組状況 

策定済み 年度内に策定予定 ３１年度に策定予定 検討していない

取組方針・計画等の策定状況 15 32 9 6

※ 「検討していない」は全て島しょ地域の町村

把握している 把握していない 出勤状況のみ把握

在校時間の把握状況 35 7 20

※ 「把握している」と回答した３５の地区のうち、ＩＣＴの活用やタイムカードなどにより出勤・下校時刻を客観的に把握している割合は１４地区

※ 平成31年3月末までに都の事業を活用し、カードシステム等の整備が完了する区市町村は７地区

導入済み 導入予定あり 検討中 未定

統合型校務支援システムの導入状況 30 6 16 10

実施済み 検討中 未検討

学校閉庁日等の実施状況 40 18 4


